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目的：長野県の「健康長寿」の要因の 1つとされる保健補導員活動と健康状態との関連を検証するため、
須坂市において高齢者を対象とした質問票調査を実施した。その結果から、保健補導員活動（1958 年に
発足し、2年任期で毎期 300 人近い女性が担当）の経験の有無とADL（Activity of Daily Living：日常生
活動作）の関連を検討した。
方法：須坂市において、2014 年 2 月に、要介護度が要介護 3以下の 65 歳以上の全住民を対象とした質問
票調査を実施し（13,846 人に質問票を郵送し、10,758 人から回収）、匿名化 IDを用いて回答データと各種
行政データを突合した。質問票には、保健補導員経験の有無に加え、経験年代、役職経験の有無、活動満
足度に関する質問を含めた。調査回答者のうち、本研究の分析対象者は女性に限定した。高次のADLも
含めた検証をするため、分析のアウトカムは活動能力と基本ADLの 2 指標とし、多重ロジスティック回
帰分析により、それぞれ設定した「低値」に対するオッズ比を求めた。分析の調整変数は、年齢、婚姻状
況、教育歴、同居人数、等価所得、既往歴、聴力、ひざの痛み、飲酒習慣、喫煙習慣とした。
結果：質問票調査の女性回答者は 5,958 人であり、このうち、保健補導員経験者は 3,310 人（55.6％）で
あった。分析の結果、活動能力および基本ADLの「低値」の割合は、保健補導員経験者が未経験者と比
較して低かった。未経験者を基準とした経験者の調整済みオッズ比（95％信頼区間）は、活動能力では
0.54（0.45─0.64）、基本 ADL では 0.68（0.54─0.86）であった。また、これらの関連は、経験年代が 60 歳
以上、組織の理事経験者、活動の満足度が高い者で、概して強くなる傾向がみられた。さらに、保健補導
員経験者について、少なくとも 10 年以上前の経験者に限定して実施した分析においても、結果の傾向は
変わらなかった。
結論：保健補導員経験者は未経験者と比較して、活動能力、基本ADLともに低値の者の割合が少ないこ
とが示された。
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女性高齢者における保健補導員経験と ADL の関連
─須坂市における高齢者調査の結果から─



Ⅰ．緒言

　長野県は 2010 年の平均寿命が男女ともに全国 1 位
であり1）、また「日常生活動作が自立している期間の
平均」で測定した健康寿命も男女ともに全国 1位であ
るなど2）、「健康長寿」の県とされている。その要因
として、県民の低い喫煙率や肥満率、高い野菜摂取量
などとともに、戦後の医療機関や保健師活動を中心と
した公衆衛生活動、およびそれを支える保健補導員
（2014 年は県内で 10,929 人）や食生活改善推進員
（2013 年は県内で 4,048 人）などの住民主体の地区組
織活動が指摘されてきた2）。特に長野県の保健補導員
活動は、1945 年に全国に先駆けて発祥したといわれ、
1993 年には県内の全市町村に組織が設置されるに至
った3）。これまでの経験者数は、記録のある 1973 年
からだけでも、2012 年までに延べ約 24 万人（保健補
導員の任期は 2年であることが多いため、全員が任期
2年で入れ替わったと仮定した計算）いると推計され
ている4）。
　しかしながら、これまで長野県の保健補導員活動に
ついて、個人を対象とした、健康影響に関する定量的
な評価はほとんどされていない。長野県以外の地域に
おける先行研究では、地区組織活動の経験者は未経験
者と比較して、健康習慣が良好であり、良い健康習慣
を家族や地域に働きかけていること5，6）、そして任期
終了後も、主観的健康感や健康習慣などが持続してい
ることが報告されているが7）、多くの研究は、単純集
計による記述疫学的な分析が中心である。近年では、
地区組織活動における推進員間や組織間の協働、声か
けや訪問などによるネットワーク構築といった側面が、
地域のソーシャル・キャピタル醸成に果たす役割も評
価されており8，9）、そうした側面からも、地区組織活
動のひとつである保健補導員活動の影響について、よ
り多くのエビデンスが必要である。
　著者らはこれまで、長野県須坂市において高齢者を
対象とした横断調査を実施し、回答者データのうち国
民健康保険被保険者について、保健補導員経験者は未
経験者と比較して入院発生割合が低く、かつ入院者の
医療費も低いという結果を報告した10）。本研究では、

国民健康保険被保険者以外の高齢者も含むデータセッ
トを用いて、健康指標としてADL（Activity of Daily 
Living：日常生活動作）に着目し、保健補導員経験と
の関連を検証した。

Ⅱ．研究方法

A．研究対象地域
　本研究の対象地域は長野県須坂市（2016 年 3 月 1
日時点の人口は 51,637 人）である。2014 年度の介護
保険の要介護認定率は 13.9％（長野県全体は 17.5％）
であり、長野県内の 19 市のなかでは一番低いという
特徴がある（平成 26 年度介護保険事業状況報告より、
第 1号被保険者について、要支援と要介護の合計人数
の割合を計算）11）。また、須坂市は保健補導員活動の
発祥地とされており、1945 年に旧高甫村において、
住民からの申し出により組織が発足した経緯をも
つ 12， 13）。その後、須坂町・日野村・豊洲村・井上
村・高甫村の 5 町村が合併して須坂市となり、1958
年に現在の須坂市保健補導員会として活動が開始され
た。保健補導員の任期は 2年で、女性のみがその役割
を担っており、2 年を「1 期」として活動している。
設立当初から、「一家にひとり保健補導員」12）を目的
としており、原則として再任はしないという方針で活
動している。保健補導員は市内に 69 ある町のうち 67
町から数名ずつ選出され、町、およびそれらを編成し
た 10 ブロックを単位として活動する。また、町およ
びブロックごとに役員が置かれ、特にブロックの「会
長」「副会長」の役割は、組織の「理事」（毎期 20 人）
として、会全体の活動方針を立てる役割を担う12）。保
健補導員の選出は区長の指名や隣組などの「持ち回
り」、くじ引きなどが中心であり、経験者の多くは必
ずしも積極的に保健補導員を引き受けたわけではない
ことが報告されている3，13）。2016 年の保健補導員数
は 269 人（平均年齢 61 歳）であり、1980 年以降は、
毎期、ほぼ同程度の人数で推移している。また、これ
までの累計人数は 7,000 人以上である（須坂市保健補
導員会の資料より）。保健補導員の活動内容として、
市の保健師などの専門職のサポートによる 2年間の健
康学習プログラム（2015 年の年間延べ開催回数は 90
回で延べ参加者は 2,054 人、須坂市保健補導員会の資
料より）に加え、地域における健診受診勧奨、「子育
て広場」や健康教室の開催、健康体操の実践などがあ
る。上記のように「持ち回り」による選出が中心であ
るが、活動の満足度は概して高く、任期終了後もOB
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会への参加や体操グループの立ち上げなど、活動を続
ける例も多い13）。こうした活動経験が高齢期の ADL
にも影響する、というのが本研究の仮説である。
B．対象者とデータの収集
　須坂市において、東邦大学と須坂市との契約に基づ
き、両者の共同研究として自記式質問票調査を実施し
た。調査対象者は、2014 年 2 月 1 日時点で要介護度
が要介護 3 以下の 65 歳以上の全高齢者（ただし、施
設入所者、病院入院者は調査対象から除外）計 13,846
人とし、質問票の配布は郵送、回収は郵送もしくは市
役所への持ち込みとした。質問票は、一般特性や生活
習慣、健康状態、日常生活に関する質問より構成し、
女性に対しては、保健補導員の経験に関する質問も設
定した。質問票は無記名としたが、須坂市の住民基本
台帳や各種行政情報と照合が可能な匿名化 ID（連結
可能匿名化 ID）を付与した。質問票は 2014 年 2 月に
配布し、10,758 人から回答を得た（回収率 77.7％）。
その後、須坂市の保有する行政情報より、要介護度、
世帯所得などのデータの提供を受け、匿名化 ID を用
いて調査回答者の情報と突合した。須坂市の保健補導
員は女性のみであるため、本研究の分析対象者は、上
記質問票調査の女性回答者 5,958 人（平均年齢 75.5±
7.6 歳）とした。
　なお、個人情報に触れる可能性のある作業（依頼状
の印刷や封入作業）はすべて須坂市役所内で実施され
た。また、個人情報と匿名化 ID の連結表は、須坂市
役所にて厳重に管理されており、東邦大学の研究者が
個人情報に触れることはできないようにした。調査対
象者には、質問票に同封した依頼文において、これら
の個人情報の取り扱いに加え、研究参加や撤回の自由
などの倫理的配慮を明示したうえで、質問票の返送を
もって調査参加への同意とみなした。また、調査実施
に関する情報は須坂市のホームページにおいても告知
した。本研究は東邦大学医学部倫理委員会の承認を得
た（2014 年 2 月 20 日承認）。
C．分析項目
1．保健補導員の経験
　本研究の曝露要因は、保健補導員経験の有無（経験
者：経験あり／未経験者：経験なしの 2区分）とした。
さらに、保健補導員を経験した年代、役職経験、満足
度による違いをみるため、上記「経験者」の回答を、
保健補導員の経験年代（40 歳代以下／50 歳代／60 歳
代以上の 3 区分）、保健補導員組織の役職経験（役職
なし／地区の役職／理事の 3区分）、満足度（「経験し

て良かったと思うか」の質問の回答について、高：強
くそう思う／中：そう思う／低：どちらともいえな
い・そう思わない・まったくそう思わないの 3 区分）
に区分した指標を設定した。なお、役職経験における
「地区の役職」は選出された町の活動における役職を、
「理事」は須坂市保健補導員会の中心となる理事職
（毎期 20 名）を指す。
2．ADL
　本研究のアウトカム指標は、高次のADL を含む、
高齢期のADL に関わる指標として、①活動能力（老
研式活動能力指標14）が 13 点満点中 10 点以下を「低
値」／11 点以上を「良好」として区分）、②基本ADL
（Katz による 6項目のADL評価尺度15）のいずれかの
項目が部分介助または全介助、もしくは介護保険にお
ける要支援・要介護認定を受けている場合は「低値」
／それ以外を「良好」として区分）の 2指標を設定し
た。なお、老研式活動能力指標の区分の基準値である
11 点は、日本の 65 歳以上の高齢者の代表サンプルに
おける平均値（10.8 点）をもとに設定した16）。
3．調整変数
　分析の調整変数は、年齢（連続値）に加え、社会経
済的因子として、婚姻状況（既婚／死別・離別・未婚
の 2区分）、教育歴（10 年以上／10 年未満の 2区分）、
同居人数（1 人以上／独居の 2 区分）、等価所得（世
帯所得を世帯人員の平方根で除したうえで、調査の全
回答者 10,758 人の分布における四分位数で 4 区分）、
さらに、健康状態および生活習慣に関わる因子として、
重篤疾患の既往歴（がん、脳卒中、心筋梗塞、糖尿病、
パーキンソン病、大腿骨頚部骨折のいずれかの疾患の
既往なし／既往ありの 2 区分）、聴力（静かな部屋で
の聞き取りが難しくない／難しいの 2 区分）、過去 1
年のひざの痛み（いつもはない・ない／いつもありの
2 区分）、飲酒習慣（飲まない／毎日は飲まない・毎
日飲むの 2 区分）、喫煙習慣（吸わない・今は吸わな
い／吸うの 2区分）とした。
D．統計分析
　分析対象者について、①活動能力、②基本ADL の
低値をアウトカムとしたロジスティック回帰分析をそ
れぞれ実施し、保健補導員の「未経験者」を基準とし
たオッズ比を求めた。
　分析は、調整変数として年齢および社会経済的因子
（婚姻状況、教育歴、同居人数、等価所得）を投入し
たモデル（モデル 1）と、それに健康状態および生活
習慣に関わる因子（重篤疾患の既往歴、聴力、過去 1

女性高齢者の保健補導員経験とADL の関連

No. 2, 2017 99



年のひざの痛み、飲酒習慣、喫煙習慣）を加えたモデ
ル（モデル 2）で実施した。
　また、保健補導員経験とADL の関連を検証する場
合、「保健補導員はそもそも日常生活に支障がないな
ど、基本ADL が良好である女性が指名されている。
さらに、活動能力が高い女性は、地域活動に積極的に
参加するなど地域との接点が多いため、指名されやす
い」という選択バイアスの可能性も考えられる。その
ため追加分析として、保健補導員経験者について、現
在の年齢と経験年代の回答から直近の経験者を除外し、
少なくとも 10 年以上前に保健補導員を経験している
と推測される経験者に限定した分析を実施した（経験
年代は「20 歳代」から 10 歳刻みの選択肢で質問して
いるため、もっとも遅い年で経験したと仮定し、その
年齢に保健補導員の任期である 2年を追加した年齢に
ついて、現在の年齢との差が 10 歳以上である場合に
分析対象とした。なお、選択肢の上限である「70 歳
代以上」の回答は「70 歳代」として扱った）。
　統計分析ソフトは、Stata Version 14.0（STATA 
Corporation, College Station, Texas）を用いた。

Ⅲ．研究結果

A．対象者の特性
　分析対象者 5,958 人のうち、保健補導員経験者は
3,310 人（55.6％）であった。分析対象者の特性につ
いての結果を表 1に示した。経験者と未経験者の平均
年齢は 0.1 歳の差であったが、経験者は未経験者と比
較して 65─69 歳および 85 歳以上の割合が少ないとい
う違いがみられた。また、経験者は既婚者、教育年数
10 年以上、非独居の者が多く、等価所得も高い傾向
にあった。健康状態および生活習慣については、経験
者では重篤疾患の既往歴なし、聴力（静かな部屋での
聞き取り）が「難しくない」、過去 1 年のひざの痛み
が「いつもはない・ない」、喫煙習慣なしがそれぞれ
多い一方で、飲酒習慣なしは少なかった。
B．活動能力および基本 ADLに関する分析結果
　活動能力および基本ADL をアウトカムとしたロジ
スティック回帰分析の結果は表 2の通りである。すべ
ての調整変数に回答した対象者は、アウトカム①活動
能力では 4,731 人おり、そのうち低値の人数（割合）
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表 1　分析対象者の特性

2,818 2,185

※それぞれの変数の有効回答者を母数とした割合を算出。
※重篤疾患の既往歴は、がん、脳卒中、心筋梗塞、糖尿病、パーキンソン病、大腿骨頚部
骨折のいずれかに該当した者を「既往あり」とした。

※カテゴリーを２つに分けた変数は、片方のみ記載。
※等価所得は、調査回答者全員の分布における四分位数。
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は 954 人（20.2％）であった。また、アウトカム②基
本ADL においてすべての調整変数に回答した対象者
は 4,684 人おり、そのうち低値の人数（割合）は 496
人（10.6％）であった。保健補導員の経験別にみた低
値の割合は、活動能力において経験者が 16.2％、未経
験者が 25.2％、基本 ADL において経験者が 8.7％、
未経験者が 12.9％ と、いずれも経験者の方が少なか
った。調整変数を投入したロジスティック回帰分析に
おいても、その傾向は変わらなかった。モデル 2にお
ける、未経験者を基準とした経験者の調整済みオッズ
比（95％ 信頼区間）は、活動能力では 0.54（0.45─
0.64）、基本 ADL では 0.68（0.54─0.86）であった。経
験年代別の分析では、「60 歳代以上」での経験者が、
活動能力、基本ADL ともにもっとも調整済みオッズ
比が低い結果となった。役職経験別の分析では、「理
事」の経験者が、活動能力、基本ADL ともにもっと
も調整済みオッズ比が低い結果となった。特に、活動
能力における調整済みオッズ比（95％信頼区間）は、
0.19（0.10─0.35）であった。また、満足度別の分析で
は、満足度が「高」の経験者が活動能力、基本 ADL
ともにもっとも調整済みオッズ比が低い結果となった。

特に、活動能力における調整済みオッズ比（95％ 信
頼区間）は、0.24（0.17─0.34）であった。なお、モデ
ルによってこれらの結果の傾向に大きな変化はなかっ
たが、モデル 1と比較して、モデル 2の調整済みオッ
ズ比はやや高い数値（1に近い数値）となった。
C．保健補導員経験者を限定した分析の結果
　保健補導員経験者について、少なくとも 10 年以上
前の経験者に限定して実施した分析の結果は表 3の通
りである。なお、表はモデル 2の分析結果を記載して
いる（モデル 1とモデル 2において、結果の傾向に大
きな差はみられなかった）。分析対象者は、アウトカ
ム①活動能力では 3,716 人、アウトカム②基本 ADL
では 3,673 人となり、それぞれ約千人の保健補導員経
験者が分析から除外された。表 2のモデル 2の結果と
比較して、結果の傾向に変化はなかったが、調整済み
オッズ比は概して高く（1に近く）なった。未経験者
を基準とした経験者の調整済みオッズ比（95％ 信頼
区間）は、活動能力では 0.57（0.47─0.69）、基本ADL
では 0.72（0.57─0.92）であった。また、活動能力では、
満足度が「低」の経験者において、基本ADL では、
経験年代が「40 歳代以下」「60 歳代以上」、役職経験

保健補導員経験の有無

未経験者（経験なし） 基準 基準
経験者（経験あり） 0.57 (0.47 - 0.69) 0.72 (0.57 - 0.92)

保健補導員の経験年代

未経験者 基準 基準
経験者 　40歳代以下 0.61 (0.47 - 0.79) 0.75 (0.54 - 1.04)
　　　　　  50歳代 0.49 (0.38 - 0.62) 0.62 (0.45 - 0.85)
　　　　　  60歳代以上 0.47 (0.29 - 0.78) 0.68 (0.39 - 1.18)
　　　　　  無回答 1.17 (0.72 - 1.91) 1.54 (0.82 - 2.89)

保健補導員の役職経験

未経験者 基準 基準
経験者  役職なし 0.66 (0.54 - 0.81) 0.83 (0.64 - 1.08)
　　　　　 地区の役職 0.40 (0.24 - 0.67) 0.65 (0.34 - 1.24)
　　　　　 理事 0.19 (0.10 - 0.37) 0.52 (0.26 - 1.07)
　　　　　 無回答 0.49 (0.33 - 0.75) 0.36 (0.19 - 0.65)

保健補導員経験の満足度

未経験者 基準 基準
経験者  低 1.18 (0.83 - 1.68) 1.25 (0.81 - 1.94)
　　　　　 中 0.55 (0.44 - 0.69) 0.67 (0.51 - 0.89)
　　　　　 高 0.28 (0.19 - 0.40) 0.41 (0.25 - 0.67)
　　　　　 無回答 1.06 (0.59 - 1.90) 1.56 (0.75 - 3.25)

※保健補導員経験者の現在の年齢と経験年代の回答から、10年以上前に経験していると推測される経験者に限定して分析。

※モデル２（全変数で調整）の分析結果のみ記載。

※すべての調整変数に回答している対象者で分析。

※満足度：「経験して良かったと思うか」の質問の回答について、「高」＝強くそう思う、「中」＝そう思う、「低」＝どちらともいえない・そう思わない・まったくそう思わない、に分類。

【表３】 保健補導員の直近の経験者を除外した分析（モデル２）

保健補導員経験

アウトカム①
活動能力低値

(n=3,716)

アウトカム②
基本ADL低値

(n=3,673)

調整済みオッズ比
(95%信頼区間)

調整済みオッズ比
(95%信頼区間)

表 3　保健補導員の直近の経験者を除外した分析（モデル 2）

※保健補導員経験者の現在の年齢と経験年代の回答から、10 年以上前に経験して
いると推測される経験者に限定して分析。
※モデル 2（全変数で調整）の分析結果のみ記載。
※すべての調整変数に回答している対象者で分析。
※�満足度：「経験して良かったと思うか」の質問の回答について、「高」＝強くそう
思う、「中」＝そう思う、「低」＝どちらともいえない・そう思わない・まったく
そう思わない、に分類。
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が「なし」「地区の役職」「理事」、満足度が「低」の
経験者において、調整済みオッズ比の 95％信頼区間
が境界域となった。

Ⅳ．考察

　保健補導員経験者は未経験者と比較して、活動能力、
基本ADL ともに低値の者の割合が少ないことが示さ
れた。また、同じ経験者であっても、経験年代が最近
の者、理事などの組織の役職を経験した者、そして活
動の満足度の高い者で、よりその傾向が顕著であった。
さらに、少なくとも 10 年以上前の経験者に限定した
分析においても、概ね上記の傾向は確認された。これ
らの結果は、保健補導員としての経験と高齢期の
ADL の関連を示唆するものだと考えられる。先行研
究では、高齢者のADL 低下の関連要因として、聴力
低下や、膝の痛みなどが報告されているが17，18）、本研
究では、これらの要因を調整したうえでも、保健補導
員経験とADL の関連がみられたことが特徴である。
なお、本研究の分析集団において、保健補導員経験者
の割合が 55.6% であるという結果が示された。長野県
の保健補導員活動については、毎年の活動人数の統計
はあるが、地域における、経験者の集積率に関する数
値はこれまでなく、こうした数値自体も、保健補導員
活動の実態を示す資料として意義があると考えられる。
　保健補導員経験がADL に及ぼす影響の経路につい
ては、大きく以下の 2つが考えられる。1つは、身体
活動との関連である。先行研究では、定期的な身体活
動が、将来のADL 低下リスクを低減させることが示
されている19）。須坂市の保健補導員の活動には、身体
活動と関連した活動として、「ウォーキングの実践」
などの学習や、地域での健康体操の普及などがある。
そして任期終了後も、経験者同士でグループを作って
体操の実践や普及を続けるなどの例も報告されてい
る 4， 13）。こうした活動経験が、経験者の身体活動増加
を促し、それが良好なADL に結び付いている可能性
がある。もう 1つの経路は、社会参加との関連である。
近年、ソーシャル・キャピタルと健康についての多く
の研究が報告されており、ソーシャル・キャピタルの
主要な指標の 1つである社会参加（地縁活動や趣味・
スポーツ活動などの地域活動への参加）が、ADL と
も関連することが報告されている20，21）。須坂市の保健
補導員は、選出された地区の役員として位置づけられ
ており、その活動は、社会参加の側面も持っていると
考えられる。こうした活動を通して、「地域での知り

合いが増えた」という感想を持つ経験者も多い 3， 12）。
社会参加によって、健康に関する情報を得る機会も多
くなると考えられ、そのことが、健康意識の向上を促
し、将来的なADL 低下の予防に結びついている可能
性がある。ただし、本研究では、保健補導員活動の個
別具体的な側面については未測定であり、活動のどの
ような要素が、今回の結果に結びついたのかについて
は、今後の検証が必要である。
　本研究では、保健補導員経験者について、経験年代、
役職、満足度による違いも検証した。まず、経験年代
については、活動能力、基本ADLともに、60 歳代以
上での経験がもっとも調整済みオッズ比が低い結果と
なった。このことは、保健補導員経験は、任期終了直
後であるほどADL との関連も強くなることを示唆し
ている可能性がある。また、役職経験のうち、組織の
「理事」の経験者は、活動能力、基本 ADL ともに、
もっとも調整済みオッズ比が低いという結果がみられ
た。同じ保健補導員であっても、理事などの役職に就
くことで、活動の幅が広がり、活動日数が多くなるこ
とから3）、任期中の活動する密度が濃いほど ADL と
の関連も強くなることが考えられる。さらに、保健補
導員活動の満足度が「高」の経験者は、活動能力、基
本ADL ともに、もっとも調整済みオッズ比が低いと
いう結果がみられた。満足度は自己評価ではあるが、
任期中にどの程度積極的に活動に関わったか、もしく
は、活動内容が経験者の生活や健康にとってどの程度
意味があったかを代替する指標と考えられる。そのた
め、こうした傾向が強いほどADL との関連も強くな
ることが考えられる。
　本研究の限界は以下の通りである。第一に、選択バ
イアスの可能性である。既に述べたように、保健補導
員はそもそもADL などの健康状態が良好である女性
が指名されており、それが本研究の結果に反映されて
いるに過ぎない可能性がある。しかしながら、保健補
導員の経験年代別の分析において、「40 歳代以下」
「50 歳代」での経験者においても、活動能力および基
本ADL が低値であることの調整済みオッズ比は 1よ
り低かった（表 2）。また、保健補導員経験者につい
て、少なくとも 10 年以上前の経験者に限定した分析
の結果においても、結果の傾向に変化はなかった（表
3）。さらに、須坂市の保健補導員は 2年任期で原則と
して再任はなく、またその多くは、地域の持ち回りな
どによって、必ずしも積極的に役を引き受けたわけで
はない 3， 13）。これらのことを考慮すると、保健補導員

女性高齢者の保健補導員経験とADL の関連

No. 2, 2017 103



の経験によって、健康に関する知識が増えて健康意識
が高まり、身体活動や社会参加の機会が増えたことが、
良好なADL に結びついていると解釈できる可能性が
ある。ただし、選択バイアスの可能性は完全には否定
できないものであり、今後、追跡研究などによる更な
る検証が必要である。第二に、前述のように、本研究
で実施した調査では、保健補導員活動の個別具体的な
側面については未測定であることがあげられる。最後
に、第三の限界として、外的妥当性の問題がある。本
研究は須坂市という一地域で実施されたため、地理的
条件や活動条件（任期の有無や活動内容、人数など）
の異なる他の地域の活動について、同様の結果がみら
れるかを今後検証する必要がある。仮に、長野県の保
健補導員経験者が他の都道府県よりも多く、かつ、そ
の経験者について須坂市と同様の健康影響がみられる
のであれば、それが長野県の「健康長寿」を説明する
1つのエビデンスになる可能性がある。今後、保健補

導員活動の健康影響に関する、さらなる研究が期待さ
れる。

Ⅴ．結語

　保健補導員経験者は未経験者と比較して、活動能力、
基本ADL ともに低値の者の割合が少ないことが示さ
れた。また、同じ経験者であっても、経験年代が最近
の者、理事などの組織の役職を経験した者、そして活
動の満足度の高い者で、よりその傾向が顕著であった。
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Relationship between health promotion volunteer experience
and ADL in elderly women

―Results from a survey of Suzaka city, Nagano―

Haruhiko Imamura1）, Akiko Asano2）, Yuji Nishiwaki1）

1） Department of Environmental and Occupational Health, School of Medicine, Toho University.
2） Health and Welfare Department, Suzaka City Hall, Nagano.

Objectives : This study examined the relationship between experience as a health promotion volunteer and 
ADL （Activity of Daily Living） in Suzaka City, where about 300 women have been assigned and trained as 
health promotion volunteers every two years since 1958.
Methods : A cross-sectional survey was conducted in 2014 using a self administered questionnaire, which includ-
ed items on experience as a health promotion volunteer. The eligible population included all residents aged 65 
years or over （n＝13,846） and 10,758 residents were participated. In this study, only women were analyzed. 
TMIG-IC （TMIG Index of Competence） and basic ADL were analyzed as outcomes respectively, after adjusting 
age and other potential covariates.
Results : Of the 5,958 women, 3,310 （55.6%） had experience as a health promotion volunteer. Multivariate logis-
tic regression analyses revealed that the “experience” was negatively associated with “low” TMIG-IC （adjusted 
OR＝0.54, 95% CI＝0.45─0.64） and “low” basic ADL （0.68, 0.54─0.86）. These associations were stronger in the 
“experience” who experienced in aged 60 years or over, were leaders, or had high satisfaction. The exclusion of 
those who recently experienced did not change the results substantially.
Conclusion : These results suggest that experience as a health promotion volunteer was associated with ADL.


